
論　説

「ねじれ国会」と両院関係

原田一明

はじめに

小泉郵政解散以降のわが国の国会運営をめぐっては，未曾有の「ねじれ」現

象であるとして，政局がらみの議論やジャーナリスティックな論評を含めて，

様々な分析が紙面を賑わせている。本稿では，この現象を憲法学の立場から診

断することを意図する。そこで予め，その診断を試みるに当たっての本稿筆者

の問題意識について言及しておけば現在の「ねじれ」現象の根底には，憲法

が想定する両院閲係の原則（憲法59条）と国会法が規定する両院関係との間

に重大な，そして見過ごすことのできない乖離が生じているのではないか，憲

法上規定されている衆議院の優越という憲法原則が国会法の諸規定や現実の運

用によって，むしろ中和され，徹底できない仕組みになっていることが現在の

混乱を招いている一因なのではないか。憲法や国会法が用意している両院関係

に関する調整手続，法律案についての衆議院の再議決，両院協議会制度，先議

議案の位置づけなどに閤して，実際の議会運営におけるその役割について必ず

しも十分な検討がなされていないのみならず，むしろ両院関係についての原則

論の位置づけを嘆昧にしており，そして，このことこそが，今日の「ねじれ」
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現象のもとで，より一層深刻な国会運営をめぐる混乱の元凶となっているので

はないか，といった印象を強くする。

　しかしながら，こうした論点に関する従来の議論は，衆議院の多数派と参議

院の多数派を同質にすべきであるとする政党閏の連立をめぐる組み合わせ等の

政局がらみの議論に終始してきた感のあることも否定しがたい事実である。要

するに，参議院でいかにして安定的多数を確保するかが組閣や国会運営の要諦

とされてきたわけである。このようなわが国の国政運営のあり方については，

すでにかなり早い段階で，高見勝利教授によって，「総選挙によって衆議院議

員の過半数を制した政党（単一若しくは複数）が内閣を組織し国政を担うべき

ものとする『憲政の常道』に歪みが生じ，衆議院の絶対多数を基盤とする『議

院』内閣ではなく，衆参両院における絶対多数を基礎とする『国会』内摺の様

相を呈することになる」と鋭く喝破されていたことは周知のとおりである1）e

　そこでは，衆議院で過半数を確保するとともに，参議院においても他党との

協力を得て安定多数を確保できなければ国政運営は危うくなることが示駿さ

れている。しかし，先にも一言したように．そろそろ，議院内閣制のあi）方を

踏まえた衆議院と参議院との関係を，憲法原則を踏えてしっかりと構築すべき

Il寺期に来ているのではないか。そこで，本稿では，衆議院の多数派に依拠する

政府の政策形成機能を前提にしてtいま一度t現行の両院関係調整手続につい

ての憲法原則を確認した上で，両院関係に関する国会法の具体的な諸規定につ

いて柳かの検討を加えてみることにしたい。

1　最近の「ねじれ国会」と国会運営の要諦

　（1）異例尽めの第168回・第169回国会

　2⑪05年のいわゆる郵政選挙として争われた衆議院総選挙で，小泉自民党は

かつてないほどの大勝を経験した。ところが，その後の2⑪07年．安惜政権の

下での参議院選挙では、一一転して，参議院簗一・党の地位を民主党に奪われたう
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えで，野党勢力が参議院での多数派となる事態が生じた。この衆参両院間での

振幅の大きな「ねじれ」に直面して，2007年から2008年にかけての国会では，

通常とはかなり異なる国会運営が展開されたことに注目が集まった。まずは，

その動向について簡単に整理しておく2）。

①第一に，具体的な国会運営上の問題として，第168回国会で，インド洋上

　　での自衛隊の給油活動再開の前提となる，新テロ対策特別措置法案の衆議

　　院での3分の2以上の特別多数での再可決（平成20年ユ月11日）が行わ

　　れた。参議院で否決された法案の再可決は昭和26年以来，57年ぶりと報

　　道された。

②また，第169回国会では，道路財源特例法案に関する再議決がなされ，こ

　　の再議決も異例であると報じられた。本法案は，揮発油税などを道路特定

　　財源とすることを定めるとともに，これを前提に今後10年間の道路整備

　　計画の策定を定めているのであるが歳入法案の年度内成立が危ぶまれる

　　なか，福田首相は，3月27日の緊急記者会見で，21年度からの道路特定

　　財源の一般財源化と道路整備計画の期間の見直しを表明した。これは与党

　　内の異論を押し切っての政策の大転換であったとされている。この結：果，

　　すでに参議院に送付されている道路財源特例法案の内容との自臆吾が生じる

　　ことになったが，その調整は難航を極め，衆議院送付後60日を経過した

　　5月12日に参議院はついに閣法を否決した。これを受けて5月13日の午

　　前中に一般財源化の方針が閣議決定され，同日，やむを得ない措置として，

　　もとのままの閣法を衆議院で再議決した。これは，政府の方針が先の閣議

　　決定により変更されているにもかかわらず，今年度の地方の道路特定財源

　　確保のために，その整合的な調整が行われないままに従来の閣法がそのま

　　まで可決されたことを意味している。さらに，ここでは，会期制のなかで

　　の60日ルールの適否も問題となった。

③、以上により，『衆議院先例集平成1541三版』の中では，参議院において否

　　決された法律案を再議決した従来の先例は，以下のll召和26年の事例が一
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　　件のみであったが（403頁），平成20年になって相次いで，次の2件の先

　　例が追加されたことになる。

　・　第10回国会　昭和26年6月5日　モー一ターボート競走法案

　・　第168回国会　平成20年1月11日　新テロ対策特別措置法案

　・　第169回国会　平成20年5月13日　道路整備費財源特例法改正案

④さらに．第169回国会では，衆議院で可決された地方税法等改正案ほか4

　　案は，参議院送付後60日を経てもなお議決に至らなかったので，衆議院

　　はこれらが否決されたとみなして再議決を行った（平成20年4月30日）。

　　このようなみなし否決の事例も，56年ぶり2回目のことであった。

⑤　これを受けて，『衆議院先例集』には，みなし否決をした上で再議決され

　　た先例として，ll召和27年の事例のほかに第169回国会での，1件が新た

　　に加えられることになる。すなわち，

　・　第13回国会　昭和27年7月30日　国立病院特別会計所属の資産の譲

　　　渡等に関する特別措置法案

　・　第169回国会　平成20年4月30日　地方税法等改正案ほか4案

⑥ところで，4月30日に再議決がなされた暫定税率の復活を含む所得税法

　　等の一部改正など5件の歳入関係法案については，民主党から別途提出さ

　　れた参法（閣法に対する対案）を可決することが，憲法59条2項にいう

　　「異なった議決をした」ことになるかどうかが議論となった。ここに国

　　会運営上の看過しがたい事態が生じたわけである。すなわち，この「異なっ

　　た議決」については，従来は，「否決又は修正議決」と解され，国会法83

　　条の2にも，その場合の「返付」手続の定めしかおかれていない。ところ

　　が，その際に，閣法と両立し得ない対案の可決も実質的には異なる誹決と

　　いえるのではないかとの見解が自民党筋から出され，参議院の動きを牽制

　　するということになったのである㌔ただ，この法案をめぐる取り扱いに’

　　ついては，いわば政治的決着とも称すべき観点からの幕引きが図られた。

　　すなわち，平成20年3月19日の衆議院財務金融委員会での駒il網［務総長
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答弁，3月28日の各党幹事長・書記局長問の「合意」を経て，両院議長

闇で，ガソリン税を除く日切れ法案である参法は，閣法と同一の議案でな

いとするとともに，みなし否決を拡大解釈して参議院で議決されていない

閣法を衆議院に返付して憲法59条2項に基づく再議決権を行使しないこ

とが確認される形での決着が図られている。

　（2）国会運営の要諦：議会事務局職員の姿勢

　以上のような憲法59条2項に基づく衆議院の再議決をめぐる問題等の法解

釈上の諸論点については改めて後述することにしたいが，ここではまず，日々

の国会運営を陰になり，日向になって支えている事務局職員の考え方，基本姿

勢について，確認しておくことにしたいA｝。というのも，いわゆる「ねじれ国

会」という困難な舵取りが求められる申で，議会事務局職員がいかなる姿勢で，

この難局に対応し，あるいは対応してきたかを垣間見ることが，実際の国会運

営のあり方を考える上でも，大いに参考になると思われるからである。

　そこで，保守合同以降の激動の国会運営にあって，鈴木隆夫事務総長の秘書

として10年間，その傍らで鈴木を補佐し，支え続けてきた今野或男氏の証言

に耳を傾けてみることにしたい。

　今野氏は，この論考の中でt事務局職員の議会運営に向かう姿勢には二つの

流れがあるとして，次のようにその姿勢を整理されている。すなわち、

①法規・先例を可能な限り厳格に適用して，会議の公正さを保とうとする考

　　え方。国会法規は長い伝統の上に形成された原理原則に則って定められて

　　おり，先例もまた歴史的経験の集載であり，これらがルールとなって会議

　　の合理性と効率性を保障している。従って，安易にルールを緩めるような

　　運営は行うべきではないという立場が，その一つの典型であるとする。

②いま一つの姿勢とは、会議は能率的かつ円滑に進行させるのが望ましく，

　　議事手続を定めた法規もそうした日的に沿って制定されているといってよ

　　いから，その運用は弾力的であってもかまわないeもしも対立する会派間
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　で意見が一致するならば，法規の適用に多少問題があってもその点は重視

　せず，談事の円滑化を優先させるという立場もありうる。

　以上のように整理した上で，今野氏は，鈴木の姿勢を評して，勿論第一の立

場であって，法規の厳守を日頃から主張し，実践する人であった，と回顧して

いる・｝。というのも、会議の進行ができるだけ円滑であるのはそのとおりであ

るとしても，その運営を会派璃の協議に委ねてしまうと、必ず大会派の言い分

がとおり，小会派の要求はそれが法規に適っていても抑えられることが多いか

らだとの考え方が紹介されている。

　また，鈴木と並ぶもう一人の「アースキン・メイ」とも称される西沢哲四郎

元衆議院法制局長も，地方議会に関する著作の中で，議会事務局職員の心構え

を説いた文章を残している。そこでは，「最後の一線は死守すること」として，

「交渉会，または運営委員会等におきまして，自治法及び会議規則の明文に明

らかに反するというような場合におきましては，…これを阻止しなければなり

ません。法規の最後の一線を死守しなければならないのであります。かくいた

しますことが結局議長の職務遂行を完全にする所以でもあるのであります。」°）

と力説している。

　これらの国会実務を支えてきた先達の見解は，色々な意味で，考えさせられ

る内容を含んでいるように思われる。というのも，これらの指摘は，少し見方

を変えれば，議院運営自律権（＝議院手続準則決定権）との関係について興味

深い含意を秘めているよ1うにも思われるからである。すなわち，日々の国会運

営にとっては，前述したように国会法をはじめとする国会関連法規による法的

枠組みが国会運営の大前提とされているのであって，これに基づく運営こそが

第一義であるとの印象を強く受けるからである。したがって，国会の運営を支

える第一線にあっては，学説が説くような意味での議院運営自律権とは別の配

慮から，国会運営が積み重ねられてきたことに改めて気づかされることとなる。

おそらくこの点こそが，学説と実務との乖離の根本に横たわっている考え方の
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相違の主たる要因となっているのではないか。国会多数派＝与党と議会少数派

＝野党との閲ぎあいや駆け引きが繰り広げられる現実の議会迎営を念頭におい

た場合に，学説が説くように，国会法という法律が各議院の議院手続準則決定

権を制約しているという法理論的な観点からの識論だけでは必ずしも割り切る

ことのできない一面があることをこれらの発言は裏付けているようにも思われ

るからである。

　また，この点に関しては，昭和21年12月18日の第91回帝国議会での国会

法案の趣旨説明にも言及しておく必要があるように思われる。そこでは，次の

ように説かれていたからである。

　　「事務局を構成する職員は，従来通り政争の中心におりながら．政争より離れて政党

　的色彩はいささかも帯びることなく，独立公平にその職務を執行することができ，か

　つ事務の性質上恒久性を保たしむるとともに，国会事務に熟達した者を得るように望

　んでおる次第であります。」7｝

　したがって，国会運営実務の要諦が，厳格にルールを適用することで，「独

立公平にその職務を執行する」という点にあるならば，正しくそのルールが準

拠すべき原理原則が、憲法，国会法その他の国会関連法規の中に破綻なく規定

されていること，両院関係にかかわる法準則や法的枠組み，さらにはそれらの

具体的内容の確定こそが重要であることになろう。

Ir　議院内閣制の中での両院関係

　（1）わが国の両院関係の特徴

　わが国の両院関係についての憲法上の枠組みを見た場合，まず指摘できるこ

とは，憲法的な制度決定が必ずしも明確であるとは言えず．そのあり方の多く

の部分を解釈と運用に委ねている点を挙げることができよう。

　例えば，両院制のあり方についても，下院と上院との権限関係がどのように

位置づけられるかによって，次のような類型化がなされてきたことはすでに自
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明であろう。つまり，下院の議決が最終的には上院の議決に優越する一院制型

両院制と両院の権限が対等である古典的な同権型両院制との区別がその典型と

されている。

　さらに，これらの両院糊のあり方を議院内閣制との関係からみた場合一院

制型両院制は下院多数派からなる政府中心主義的な議院内摺制と接合しやすい

一一m一
福ﾅ，対等型の場合には，両院間の多数派が一致しなければ，下院少数派に「拒

否権」類似の強い権能を付与する結果となり，議院内閣制の運用を難しくする

危検があるとも考えられている。

　すなわちt爾院関係は議院内閣制という憲法上の枠組みを踏まえた上でt現

実の運用をも併せ考えた場合には，「一院制型両院制＝政府中心主義」型と「対

等型両院制＝下院少数派優位」型との対立，換言すれば，「政府と議会」との

相互関係とも密接に関連する側面をも有しているということができるわけであ

る。

　（1）イギリスモデルからの逸脱

　そこで，平成に入ってから常態化している感のある「ねじれ現象」の下では，

イギリスモデルからの逸脱，すなわち，明らかに「ウェストミンスター・モデ

ル」に基づく，「下院＝衆議院第一主義」とは異なる国会運営が行われている

という観察もなされている。

　そもそも日本国憲法上，法律，予算，条約についての衆議院の優越規定に加

えて，内閣の不信任決議権は衆議院のみに与えられ，参議院が行う問責決議権

には法的意味は付与されていない。つまり，憲法上は参議院が内閣を辞職に追

い込む形で責任を問うことは想定されていないわけである。ところが，参議院

は，実際には，重要法案の否決という手段を通じて，内閣を辞職に追い込むこ

とができる「強さ」を有してきたaこの意味で，内閣は参議院の多数派にもそ

の政権の基盤を持たざるを得ないといわれてきたのである。このような国政運

営のあり方が，いわゆる「ウェストミンスター・モデル」と異なることは明ら
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かであろう。ここで，重要なのは，このような参議院の力に対して，内閣はこ

れに対抗するための有効な憲法上の手段を有していないという点が指摘されて

きたことである。

　（2）「強い1参議院がかかえる問題点

　しかしながら，参議院は，後に検討するように，相変わらず，衆議院中心の

議会政治のなかで埋没しがちな自らの地位や役割を「良識の府」との観点から

正当化しようとするのが常であって，議院内閣制の中で参議院が果たす役割を

踏まえた議論が率直に交わされることは依然として少ない％

　それ故に，いま一度，わが国の議院内閣制の枠組みの中で，参議院の役割を

考え直すという視点が重要であるということをここでも強調しておきたい。

実際の国会運営上．ほぼ衆議擁と対等な権限を有する「強い」参議院の存在は，

衆議院の多数派と参議院とのそれが一致している通常の場面で顕在化すること

はないがまさに両院闘に「ねじれ」が齋されることによって，「国会」内閣

制という形で，一挙に表面化し，両院間での意思の不一致により，深刻な憲法

争議にまで発展するに至るわけである。とりわけ，後述するように，法律案に

対する再議決要件が高いことから衆議院の優越は事実上封じ込められてきたの

であって，i諏院閥でのデッドロックが生じたとしても，そうした局面を打開す

る手立てとしての役割も果たしてないことをどのように考えるかが重要な課題

となっている％

　このような議院内閤制のもとでの議会と政府との関係について，諸外国はど

のような対応をとってきたのであろうか。以下では，政府申心の一院制型両院

制の仕組みを取るとされているフランスとイギリスの例について．ごく簡単に

そのあり方について紹介しておくことにしたい。

　（2）フランスの両院関係手続

　フランス第五共稠i‖憲法では，政府中心の一院制型両院｛ijll（憲法45条）が

とられている。第掴共和闘までのフランスは，両院の権限は対等とされて，両
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院問回付手続（ナベット）が用いられ，基本的には議会の合意が得られるまで，

両院間を議案が行き来する制度が採用されていた。フランス第五共和制憲法で

は，これを第45条の両院協議会規定のなかで明確に規定し，政府中心主義に

基づく一院制型両院制へと改められることになった1°）。

　第45条　両院協議会　内閣提出又は識員提出の法案はすべて，同一条規を可決する

　ため，国会両識院において連続して審議する。

　②内閣提出又は議員提出の法案が両識院の問で意見が一致しなかったのに続いて，各

　議院による2回の審議の後も議決されなかったとき又は内閤が（法案の）緊急性を宣

　言した場合に各議院における1回の審議の後においても議決されなかったときは．首

　相は，審識中の規定について一の条規を提案する任を負う合同同数委員会の開催を求

　めることができる。

③合同同数委員会が起草した条規は．内閣によって両識院の識に付し，承認を求める。

　内閲の同意がなければ，いかなる修正案も認められない。

④合同同数委員会が共通した成案を議決するに至らず，又はこの成案が前項に定める

　要件に従って議決されないときは，内閣は．国民識会及び元老院による再審議会の後，

　国民議会に対し最終的に議定することを求めることができる。この場合，国民議会は，

　合同同数委員会の起草した成案，又はr国民識会が識決し．元老院の議決した修正案

　があるときはこれにより修正された最終的な成案のいずれであっても，議定の対象と

　することができる。

　この議事手続によって，下院多数派の支持を基盤とする政府は，下院多数派

の賛成によって上院の反対を乗り越えて，法案を成立させるための最終手段が

付与されたわけである。すなわち，両院の意思が一致しない場合，各議院での

2回の審議，議決の後（但し，政府が法案の緊急性を宣言した場合には，各1

回の審議・議決の後とされる），政府は7名ずつの上下両院議員から構成され

る両院協議会（＝合同同数委員会）の開催を要求することができる。この両院

協議会で合意に至らない場合，又は両院協議会が起草した成案を両院が議決し

ない場合には，政府は各議院において新たに1回の審議・議決を実施した後，

下院に対して最終的な議決を要求することができるとされたのである。

　さらに，現行憲法は，議会運営の面でも内閣の地位を確保する規定を設けて，

議会万能主義に対する警戒感を強くした。すなわち，議院における法案審議

については内閣提出の原案それ自体を審議対象とすべきこと（42条），議II　EI
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程の上でも内閣提出法案又は内閣が承認した法案の審議を優先すべきこと（48

条），つまり，本会議の議事日程は議院の自律権を制限する形で，正しく政府

主導で決定されることが定められた11）e

　ここで議事日程の決定権を持つのは議事協議会とされて，そのメンバーには，

議長，副議長，常任委員長，閥係する特別委員会の委員長，各会派の長のほか，

政府代表1名が含まれ，政府には議事日程上の優先権が認められた。立法のた

めの常任委員会の数も各議院6つまでに制限されている（43条）12）。また，政

府には各議員と同様に，議案の修正権も認められている（44条1項）。

　なお，ドイツ連邦議会でも，議事日程の作成は議長（1名）、副議長（数名，

時期によって変動），各会派の代表など23名の連邦議会議員からなる「長老会

議」＝議会運営委員会の権限とされているが13｝，その会議には、政府代表とし

て閲僚1名が加わることになっている。

　さらに，フランスでは，伝家の宝刀である審議促進権限として，政府は，審

議中の法案に対して，多くの修正案が提起された場合に，政府提出の修正案及

び政府が許容できるものだけを選択し，原案とともに一括表決を求める権限（44

条3項）を有するとともに，下院審議において法案の議決に信任をかける権限

（49条3項〕14）など．政府には強力な議会運営上の優先権が付与されている。

因みに，ドイッ基本法68条では，連邦首相が自らに対する信任動議を提出す

ることを認め，信任動議と議案の採決とを結びつけることで（基本法81条の

立法上の緊急状態との関連），フランスの信任手続と同様の効果をもたらして

いるとされている15）。この基本法上の立法手続について，コンラート・ヘッセ

の著書では，次のような解説がなされているので，併せて紹介しておこうIG｝。

　　「連邦政府の提出したある法律案を，連邦政府が緊急なものであると表示したにもか

　かわらず連邦議会が否決したときはt連邦大統領は，連邦参議院の同意を得て，立法

　上の緊急状態を宣言することができる。このことは，連邦総理大臣がある法律案を第

　68条の励議と結合させていたにもかかわらず否決されてしまっている場合にも，同様

　である（基本法第81条1項）。上の宣言がなされた後に連邦議会がその法律案を再び

　否決した場合，連邦議会がその法律案に連邦政府にとっては受け入れ得ない文言を盛

　り込んだ場合，または，連邦識会が4週間以内にその法律を可決しない場合には．連
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邦識会［の意思】は排除されることとなり，その法律は，連邦参議院がこの法律に同

意すれば成立したものとみなされる（基本法第81条2項）。連邦総理大臣の在任期

間中は，連邦議会によって否決されたその他のいかなる法律案もすべて，この方法で

可決することが可能で．例外をなすのは，憲法を改正する法律または基本法の全部も

しくは一部の効力を失わせる法律のみである（基本法第81条3項および4項）。」

　なお，法律事項は具体的に憲法典に列挙され，それ以外は原則として行政立

法事項に属すると解されている（34条，37条）。また，議員の財政事項発案権

に対する制限（40条）が定められ，これは第三共和制以来，懸案となってい

た議員による発案権の濫用に対する制約として憲法典に明記されて，その実効

性を薙保しようとした規定と考えられている。

　（3）イギリスの両院閏係i7j　：f議会法」手続と「ソールズ〔リー原則」

　（1）下院の優越規定：「議会法」手続

　イギリスでは，すでに周知のように，1911年及び1949年の「議会法」の制

定によって，上院の立法権限が制限され，下院による2回の可決と一年間の経

過によって，下院の議決のみによって法律が成立する仕組み、すなわち下院の

優越が確立されている。

　そこで改めて「議会法」の制定によって形成されたイギリス議会運営のあり

方について確認しておけば，大略，次のようになっている。すなわち，下院議

長によって「認定」された予算関連法案（meney　bill）については下院からの

送付後一ヶ月を経過すれば，上院の議決なしに成立させることが可能であり，

その他の一般法案（public　bill）についても，下院が二会期にわたって連続し

て可決し，かつ第1回目の審議（第二読会）から第2回目の可決までに1年を

経過している場合には，上院の議決を必要とせずに，国王裁可を経て成立する

ことになっている。

　また，イギリスにおいて下院の優越が行使される場合については，金銭法案

及び金銭法案以外の法案のいずれについても，下院先議の法案であることがそ
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の条件とされている（議会法1条ユ項参照）。

　なお，参考までに，アトリー労働党政権下で修正された1949年議会法によっ

て変更が加えられた後の1911年識会法の関連条項を，以下に掲げておく】s）。

＜参考＞　1911年議会法

第1条1項　予算関連法案は，下院で可決され、会期終了の一ヶ月前までに送付され

た場合において，送付後一ヶ月以内に上院で，修正がなされることなく原案通り可決

されないときは，下院が別段の議決をしない限り，上院の同意なしに国王の裁可を得

て法律となるものとする。

第1条3項　予算関連法案を上院に送付し，裁可のために国王陛下に提出するときは，

下院議長が予算関連法案であると認定した証明をこれに付さなければならない。その

証明に際してt識長は，選定委員会が各会期の初めに委員長名簿の中から指名した二

人の議員に諮るものとする。

第2条1項　一般法案（予算閲連法案及び議会の存続期間を五年以上に延長する旨の

規定を含む法案を除く）は．二会期連続して（同一議会の会期であると否とにかかわ

らず）下院で可決され，その都度会期終了一ヶ月前までに上院に送付され，その各会

期において上院で否決されたときは，下院が別段の議決をしない阻り，上院の第二回

目の否決の際に，上院の同意がなされなくとも国王の裁可を得て法律となるものとす

る。但し．本項は，第一回目の会期における当該法律案の下院第二読会の日から第二

会期目における下院での可決の日との問に一年が経過していないときには効力を生じ
ない。

第3条本法に基づいてなされる下院議長の証明は，一切の目的に対して最終的なも

のであるとされて，司法裁判所でこれが問題とされることはない。

　このように，イギリスでも、法的な仕組みとしては，かなり強力な一院制型

の両院制であるということができる。ところが，実際の運営において，伝家の

宝刀としての優越規定が抜かれることはほとんどなく，慣行に基づく上院の譲

歩によってその時々の政局の打開が図られてきたことが強調されている点にむ

しろ留意する必要があろう。

　因みに，前述したユ911年議会法による下院優越手続は1991年までに三回し

か用いられたことがない。しかも，それは，1914年に2度，1949年の議会法

の可決の際に一度というように議会法制定直後とその改正にかかわる場合に限

られている。勿論，両院間の対立は，歴代の労働党政権下においてより多く繰
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り広げられてきたのであるが，1945年以降は，ソールズベリー原則などの慣

行＝紳士協定に基づく上院の譲歩によってむしろ上下両院の対立が回避されて

きたことに目が向けられるべきである。

　ところが，ブレア労働党政権下のここ10年ほどの間に，1999年のヨーロッ

パ議会選挙法案，2000年の性犯罪（修正）法案，2004年の狩猟法案19）という

ように，一般法律案について議会法の下院優越手続が相次いで用いられると

いったむしろ異例の事態が生じている2°｝。

　こうした動向について，ひとつの見方は，1999年の上院法の制定によって，

世襲貴族議員は92名を除いてその大多数が廃止されたために，かえって貴族

院と庶民続との聞の対立の可能性が高まったことがその原因であるなどともい

われている。すなわちt世襲議員の廃止たよって，上院における正統性の意義

が議論されるようになったことを受けて，上院が政府の重要法案を否決する要

因が高まったと評されているのである2n。

　（2）両院関係手続

　イギリス両院の法案審議手続では，上述した1949年議会法が適用される場

合を除いて．原則として，両院において同一の案文が可決されることが必要で

ある。しかも，両院の意思が合致しない場合でも，イギリスには，両院協議会

に類する調整機関が存しないために，下院先議の法桀について上院が否決した

場合には当該法案は廃案となるが，上院で修正された場合にはt当該修正案が

下院に回付され，下院がその修正案に同意しなければ，再び下院修正案が上院

に回付されるというように，両院間の意思が合致するまで両院を何回でも往復

する，いわゆる「ピンポン」が繰り返されることになっている。この結果，会

期終了までに合意が得られない法案は廃案とされる。この点で，イギリスの両

院関係には一院制的両院胴を徹底することができない要素が組み込まれている

のであるが，それはともかくも，後述するわが国の両院閏係手続とは，基本的

に異なる構造となっているe
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　（3）上院の譲歩慣行1「ソールズベリー原則」

　この慣行は，「ソールズベリー原則」Salisbury　doctorineあるいは「キャリン

トン原則」Carrington　doctrineと称されており（因みに二人とも労働党政権下

の保守党貴族院院内総務），前者は，1945年から51年の労働党政権時に確立

された慣行であって，労働党が政権に就いた場合に，総選挙時の同党のマニュ

フェストに掲げられた事項については，貴族院の野党・保守党は，第二読会及

び第三読会での反対（法案の否決）は差し控えるという内容の慣行であるとさ

れている。

　また，「キャリントン原則」とは，下院に注意を促すための修正は行うが，

その修正について，下院が難色を示せば，それ以上はこだわらないという原則

であると解されている。そして，ここで重要なことは，イギリスの上院がこれ

までその抜本的な改革を免れてきた根本には，正にこれらの慣行の存在が大き

く影響していると評されている点であろう。

　イギリスでは，すでに述べたように，正式な制度として，いわゆる「両院協

議会制度」なるものは存しない。ただ，かつては下院先議の法律案に対して，

上院が修正した場合，下院はたいていの場合，それに同意する一方で，下院に

拒否された修正に対しては上院の側も固執しない，との対応が採られてきた。

また，議会法に基づく下院の優越規定が現実に行使されることも稀であったこ

とについては，すでに述べた。ここでも，制度上はかなり強力な下院の優越が

定められているにもかかわらず，イギリスでは，実際の議会運営にあたって

は，当該権限規定が行使されないということが強調されてきたことになる。と

ころが，近年の上院改革では，上院議員に公選制が導入されるという動きもあ

り，その場合に，果たして従来どおりの運営が継続されるかは不透明になって

いると説く見解が有力になりつつある。ここでは，上院（ときには下院）の譲

歩に基づくイギリス特有の両院閤係の維持という点に関連して，公選制をとら

ないイギリス上院組織法のあり方が密接に関連していると考えられているので

ある。
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　（4）わが国での応用の可能性

　参議院での与野党の逆転という選挙民の意思を重視するという民主主義観に

立脚しつつtなお，イギリス型の議論に基づいて，衆議院を解散し，総選挙を

行ったうえで，与党が勝った場合には，イギリス上院で形成されてきた「ソー

ルズベリー原則」などの慣行を参考に，日本での憤行の形成を考えるという選

択肢も考えられないわけではないve）eこれは，正にウェストミンスター・モデ

ルを前提とした下院優位に基づく議論からの一つの帰結でありうる。

　さらに，より一院自律権に患実な慣行形成として、衆議院の解散総選挙によ

ることなく，参議院多数派が自ら，今後の政府との対決法案等についての対処

方法を衆議院の憲法上の位置づけに配慮しつつ，参議院での審議ルールという

形で明確にしておくという方途も考えられないわけではないn）。

　しかし，こうした両院譲歩による議会慣行の形成にとって姪粘となり得るの

は，わが国では，両院の組織原理がともに公選制を前提としている点であろう。

おそらく，この点に，イギリスモデルを直接にわが国に応用する際の原理的な

限界があるように思われる。

　さらに，衆議院優位の中で，両院協議会制度を採用するわが国の場合，前述

したフランス憲法45条4項や49条3項のような政府の意思を最終的に尊重す

る手続を定めることの可否に関連しても，明治憲法下の帝国議会の下での議会

観を一新して，憲法41条で国権の最高機関性を規定したことの意味の見直し

を含めて，現在の議会と政府との関係を前提とした国会申心主義とも言うべき

憲法原則に対する抜本的な再検討が必要となるように思われるのであって，改

めて憲法原則を明確にするなど，安易な結論を導くわけにもいかない事情が存

するようにも思われるeo。

皿　両院欝係手続

以上の議論を前提として，わが国の両院関係手続とはいかなるものでfその
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問題点がどこにあるかについて次に検討してゆくことにしたい。勿論，わが国

でも両院制をとる以上，両院が異なる意思を示した場合に，時宜に適ってその

対立を調整し意思の統一を図ることを可能とするための手続や制度が必要であ

ることは言うまでもない。そのような仕組みとして，現在予定される制度とし

ては，次の3つがある。

①両院聞回付手続（＝往復審議手続ナベット，shuttle　system）修正さ

　　　れた議案が合意を得られるまで両院間を行き来することを許す制度（現

　　　在のイギiJスの両院関係手続及び1946年フランス第四共和制憲法1954

　　　年改正の第20条）’である。これは，フランスのような議会両議院の権

　　　限が基本的に対等な場合に用いられてきたが，1958年フランス第五共

　　　和制憲法が，政府の介入によって下院の優越を発動させるための独特な

　　　仕組みを採用したことについては前述した。

②両院協議会制度各議院から選出された代表者による協議の場を制度化

　　　したもの（擢法59条3項）。

③衆議院の再議決権（憲法59条2項）

　（1）両院間回付手続

　これはわが国の国会法83条以下が定める手続でもあり，先にも言及したよ

うに，基本的には，対等型の両院制における両院聞の調整手続と位置づけられ

ている。

　（1）原則として一往復

　しかしながら，この往復審議手続は，今日では，両院間で合意に至るまで．

会期内で，無制阻な往復が可能であるというイギリスでなされているような

「ピンポン」が繰り返されるものではない。つまり．わが国では，議案の回付は，

実質的に一往復に限定されているということに留意すべきである。したがって，

衆議院先議法案について，参議院で修正され，回付されてきたときに法案成立

に向けて衆議院がとりうる手段としては次の三通りということになる。
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　・　衆議院が参議院の修正に同意し，法案が成立する場合

　・　参議院の修正に同意しない場合にはさらに次の二通りの可能性がある。

　①　衆議院で再議決を行う

②両院協議会の開催を求める

　衆議院には，両院協議会を回避して，参議院の修正をさらに修正して参議院

に法案を送り返すということも理屈の上では考えられるがわが国では，そこ

に「大義名分」を見出すことは難しく，現実的でもないと考えられているよう

であるur））。

　次にT参議院先議法案についてであるが，衆議院が修正をおこなった場合に

は次の二通りが考えられる。

　・　参議院が衆議院の修正に同意し、法案が成立する場合

　・　参議院が衆議院の修正に不同意の場合には，参議院に回付され，参議院

　　　が議決するか，両院協議会の開催が要求される。

　国会法84条2項によれば，参議院は衆議院の修正に同意しなかった場合に

限ってT両院協議会の開催を求めることができると規定されていることから，

この場合には，参議院が法案成立に意欲をもつ場合には，両院協議会の開催を

求めるべきことになるのであろうか。それとも，衆議院での修正案は，参議院

に回付されt参議院の議決を経てt衆議院の再議決に付されることになるのか，

が問題となり得る。

　ここでも，理屈の上では，参議院が両院協議会の開催を回避して法案をさら

に修正して衆議院に送り返し，これを衆議院が再議決することも考えられない

わけではない。しかし，このような対応が現実的かといえぱ衆議院先議の場

合の取扱と同様，やはり疑問なしとはいえない。

　なお，この場合にt衆議院は参議院からの両院協議会の開催要求を拒否する

ことができることになっているがその際の取扱いとしてt国会法は参議院に

対して当該法案を衆議院へ「返付」すべきことを定めている（83条の2）。

176



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ねじれ国会」と両院関係

　（2）憲法59条3項と国会法84条2項

　以上の点にかかわって、まずは，国会法84条2項の規定及び国会法87条2

項による，憲法59条3項の明文に対する拡大解釈の当否が問題となる。すな

わちt参議院先議の場合に，国会法84条2項に基づいて，参議院に両院協議

会請求権を認めることは，憲法59条3項が明文で「衆議院が」と定めており、

「各議院又は両議院が」とはなっていないことから、文言上からして，いささ

か無理な解釈ではないかとも考えられるからである2G〕。この点は，国会法案の

制定過程においても大いに問題とされた経緯があるがav）、今日の憲法学説は憲

法9条の文言解釈と同じような意味でこの点を厳格に解するものは見受けられ

ない。

　そもそも憲法典が，法律案に対して衆議院のみに両院協議会請求権を認めた

理由はどこに求められるのであろうか。例えば，両院協議会は，あくまでも衆

議院が主体となって，参議院との妥協の余地を検討するための手続であると説

くのがその一つの答えであろう。ここでは，憲法上，衆議院と参議院との統治

構造上の違いを前提に，両院協議会請求権をも位置づけるという観点からの議

論がなされることになる。

　ところで，この議論を根拠付ける憲法59条の立法意図を検討するに当たっ

て，憲法59条2項と3項との関係について，両者は，あくまでも衆議院が憲

法59条2項の再議決を行う前に両院協議会制度を利用して参議院と妥協の余

地がないかを探るための規定であると説く議諭が衆議院議事部所蔵の史料の中

に残されているので，ここでも紹介しておこう：’S）。曰く，

　　　「第七十五条　法律案二対シ衆議院ノミニ両院協議会請求権ヲ認メタル理由

　　　国会ガ唯一ノ立法機関デアルカラ両院ノ議決ガー致シタトキハ国会ノ謎決トナッ

　　テ其ノママ法律トナルノハ当然ノコトデ憲法五十九条第一項ハ此ノ場合ヲ規定シテ

　　居ル。

　　　然ルニ両院ハ必ズシモ常二識決ヲーニスルトハ限ラナイ。

　　　故二両院ガ議決ヲ異ニシタ場合ハ執レノ院ノ議決モ国会ノ謎決ト見ル訳ニハ行カ

　　ナイ。ソコデ法律案二付テハ患法第五十九条第二項二於テ両院ノ議決異ッタトキハ

　　衆議院ノ議決二重キヲ置イテ再度出席議員ノ三分ノニ以上ノ多数デ可決スルナラバ
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之ヲ法律トスルト規定シタ。従ッテ右ノ多数決ガ出来ナイモノハ法律トシテ不成立

ニナルガ此ノ多数決ガアルヤウナモノハ参議院ノ意思二拘ラズ衆議院ノミノ意思デ

法律タラシメタルノデァル。

　而シテ憲法第五十九条第三項ハ此ノ三分ノニノ再議決ヲスル前二衆議院ハ両院協

議会ヲ求メテ参議院ト妥協ノ余地ガアルカ無イカヲ試ミルコトヲ認メタモノデア

ル。

　故二衆議院ハ両院ノ意思一致シナイ法律案二付テハ再議シテ三分ノニノ多数決デ

先ノ議決通リ決定ガ出来ルカドウカヲ議シ其ノ法律案ノ成立不成立ヲ決定スルカ．

又ハ事前二両院協議会ヲ開イテ妥協案ノ成否ヲ試ミルカバ全クノ自由デアル。

　以上ガ惣法第五十九条ノ趣旨ト解セラレルカラ両院ノ議決ヲ異ニシタ場合ハ其ノ

間ノ妥協案ヲ得ムトスル両院協議会ハ衆議院ノミガ其ノ請求権アルコトニ定メタノ

デアル。」

ここでは，衆議院は，両院の意思が一致しない法律案について再議決を行っ

て，原案のとおり議決するか，事前に両院協議会を開いて妥協案の作成を試み

るかの選択権を有しているとして，爾院協議会請求権は，あくまでも衆議院の

みが有していると解されたのである。

なお，憲法59条2項と3項との関係に関連して，序ながら指摘しておけぱ

衆議院先例集の中には，両院協議会のllll催を求めることを「先決問題」とする

項目がみられる。したがって，再議決と摘院協議会の開催動議とに関しては，

順序としては，まず，両院協議会開催動議が採決されることになっているわけ

である。

衆議院先例狼　288　会議事項に先立って表決の必要のある動議を先決問題とする。

先決問題は．謡彗［1ヨ程の変更を要せず．直ちに議題とするe

先決問題は．議題に寵接の関係を有すると否とにかかわらず，これを議決Lなけれ

ば議事を進めることができないものであるから，議事日程の変更の手続をしないで

直ちにこれを議題とする。

第一　議題に磁接の閲係を有するもの（雀略）

第二　議題に寵擾の閲係のないもの

　（一｝～（四）　（省略）

　（五）　両院協議会を開くことを求めるの菖聾議

　i去棲築に】コいrξ．本院においτ参議院の回付案に同意しなかロた擾食，又は参議
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院において本院の送付案を否決し及び本院の回付案に同意しなかった場合，若し

くは本院が憲法第五十九条第四項の規定により参議院が否決したものとみなす議

決をした場合に両院協議会を開くことを求めるの動議が提出されたときは，直ち

にこれを採決する。

　さらに，憲法59条4項によるみなし否決のための動議も，これに続く両院

協議会の請求動議あるいは再議決のための動議と一体であると考えられること

から，直ちに採決されることになるものと思われる。

　それでは，国会法84条2項が参議院先議の場合に，衆議院が修正した際に限っ

て両院協議会の開催を認め，衆議院が否決した法案について参議院がその開催

を求めることを認めていない理由は何か。

　法理論上からみれば，不可能とはいえないはずであるが，参議院で可決した

ものを，衆議院が明確に否決したような場合に，実際上，これを両院協議会と

いう場に移して議論をしたとしても，妥協の成立する余地は極めて稀であって，

このように両院が対照的な見解にたつ場合にも，参議院に両院協議会開催請求

権を認めることは，憲法59条についての，先に示したような制定趣旨からし

て妥当性が乏しいとの理解に立つのであろうw｝。そうだとすると，ここでもや

はり，法律案に対する衆議院の位置づけは参議院とは異なることが暗黙の前提

とされていることが窺える。そこで，憲法59条の趣旨に沿って，参議院の協

議会開催請求権の位置づけやあり方を見直すことも今後の一つの検討課題とな

るように思われる（国会法84条2項の改正問題）。

　確かに，全面的に両院開で不一致になった法律案について，改めて協議を

行ってその調整や妥協に至ると想定することはかなり難しいということができ

よう。これに対して，回付案に不同意である場合については，両院で議決が異

なるのは，いうなれば，修正部分についてだけである。したがって，全面的に

不一致の場合とは異なって，両院の歩み寄りや妥協が成立する余地はよ1）　一層，

開かれているということができるのかもしれない。
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　しかしながら，現在のように虐民党と民主党が対決姿勢を貫く場合には，参

議院先議の法律案について衆議院が修正を加えた際に，両院協議会の議を経て

成案にいたることは，衆議院が否決した場合同様，あまり現実昧をもたないよ

うに思われる。むしろこのような場合にtあえて参議院がその決定にこだわる

には相当な根拠が求められるはずであって，衆議院の修正が総選挙の際の選挙

公約やマニフェストに基づくような場合にはt前述したような「ソールズベリー

原則」の適用を含めて上院の譲歩慣行の形成のための理論的基礎付けが検討さ

れてしかるべきではなかろうか。

　（3）先議であることの意味の確認

　ところで，憲法60条が，予算についての衆議院の先議を規定していること

からすれば，先議ということは，単にどちらの議院が先に審議するかというこ

とに留まらず，後議の議院に対するある種の優位を示していると解することが

できるのではないか。議院内閣制における衆議院の位｛置づけかちすれば，どち

らの議院を先議とするかは，単なる順番の問題に過ぎないのではなくT雨院間

の，すなわち，政府と議会との意恩決定手続にとって重要な意味を有している

のではないか。衆議院先例集の中には，衆議院に先議される場合が3箇所に出

てくるが，いずれも，・内閤が国会の承諾や議決を求めるなど，それぞれに重要

な案件であるということが確認できる。すなわちt

　　　337条約は，おおむね先に衆罐院に提出される。

　　　　ただし．第25国会以降参議1亮に先に提出されたこともある。

　　　347予備費の賛用等について承諾を求める議案は．先に衆議院に提出されるのを

　　　　例とする。

　　　　これは．憲法87条②を受けて．内摺が国会承諾を求める議案である。

　　　353特定独立行政法入等の労働閤係に関する法律第十六条第二項の規定に藁づき

　　　　国会の議決を求あるの件は，先に衆議院に提出されるe

　　　　これも内摺から菌会・の議決を求めるものである皇

180



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ねじれ国会」と両院側係

　（2）両院協議会制nc　3°）

　（1）両院協議会決裂後の再議決

　両院協議会制度については，国会法が具体的な要件を定めているが，それは，

先にも一言したように，参議院に対して制限的なものとなっている。すなわち，

参議院は衆議院の修正に同意しなかったときに限って両院協議会の開催を求め

ることができるものの，衆議院はこの要求を拒否できることになっているから

である。

　また，同一法案に対する両院協議会と再議決との関係も問題となる。つまり，

両院協議会の開催が，その決裂後における再議決の行使を排除する効果を有す

るものであるかについては予てより議論があったが，昭和30年1月21日，第

21回国会　衆議院議院運営委員会会議録には，当時の大池眞衆議院事務総長

による両院協議会開催後になお再議決を行なうことも可能である旨の答弁があ

る。

　　　「（両院協議会規定が憲法59条に入れられた）経緯等から考えまして，三分の二

　　議決（衆議院の再議決）をする前に．まず両院協議会にかけて，そこでどうしても

　　識がまとまらない場合には三分の二議決が残っておるではないかということで，こ

　　の法文が入ったのでありますから，衆議院側としては，この法文を．第三項があっ

　　ても，これにかけても，やはり三分の二議決はできるものなりということにご了承

　　願っておきたい，こう考えておるわけであります。」

　この答弁については，議会実務家の論考の中で，「この問題の憲法解釈につ

いては，国会としても一応の結論を出したと判断してもよい」と述べられてい

ることが注目される：m。ただし，この場合でも，憲法59条3項によって設置

された両院協議会において，国会法92条2項に基づく採決が行われて，出席

協議委員の過半数の表決により協議会の終了が正式に決定されるまでは，衆議

院は再議決の議事に入ることが許されないとも考えられる。しかし，憲法59

条3項の制定趣旨が再議決前の事前協議の場の設定であるとするならば少な

くとも協議決裂後の再議決は当然に認められるというのが筋であるということ

ができるのではあるまいか。

181



　横浜固際経済法学第17巻第3号（2009年3月）

　（2）両院協議会合意一成案成立要件（国会法92条1項）

　さらに，国会法は，両院協議会で合意，すなわち成案を得るには，「両院協

議会においては，協議案が出踊剰嘉議委員の三分の二以上の多数で議決されたと

き成案となる。」（92条1項）と特別多数を要求する決定ルールが定められて

いる。これはアメリカ，ヨーロッパ諸国の過半数議決と比べると合意成立の要

件が非常に高く設定されていることになる。

　そもそも議院法では，協議委員全体の過半数の賛成で成案を得ることができ

るとされていた。ところが，昭和21年12月17日に衆議院に発議された当初

の「国会法案」では，「両院協議会においては，その意見が一致したときに限

り成案を議決する。」（92条1項）と定められ全会一致が要件とされていた。

　同年12月19日の大池眞衆議院書記官長による立案経過説明では，従来は多

数決によっていたが，「そうしますると，そのときの議長が出ていた側が必ず

負けて，他の院の主張が迎るということになりますので，かくの如き不公平を

除く上からも，また新憲法が衆議院に優位を認めた上から行きましても，両院

の意見が一致したときに限って成案を議決するのが適当と考えまして，この第

一項の規定を設けたのであります。」とある3・｝。

　しかし，本条はざらに昭和22年に制定された「国会法」では，先に確認し

たように三分の二以上と改められることになるeその修正の理由として，「両

院協議会に於て全員一致を以て成案を得ると云うことはなかなか困難である。

全会一致を条件と致しますならばせっかく両院協議会を開きましても，その

目的を達成し得ない場合が多々生じて来る。それでは甚だ両院協議会を設けま

した趣旨に惇るものでありますから，これを三分の二程度に引下げまして，そ

のゆとりを設けた趣旨に外ならないのであります。」と説明されている。

　以上のような理由からすれば，成案について特別多数を求める積極的な根拠

はないことになる。また，現在の協議委員の構成を見ると，衆議院からは与党

側から10名の協議委員が出て，参議院からは野党の側から10名の協議委員が

LY，ることになって，そこでは，与野党の対立がそのまま衆参両院の対立として
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顕在化されることになっている。このことから，協議委員の選出に際しては，

各会派の所属議員数の比率に基づいて選出されるべきではないかとの議論も見

られるところである。すなわちt中間派を協議委員に入れることで，調整や妥

協の途を模索することが可能になると考えられての改善策である鋤。

　（3）衆議院の再議決制度をめぐる解釈問題

　ここで問題となるのは，憲法59条2項をめぐる解釈問題である。これが先

にも言及した第169回国会で問題とされた難問であった。すなわち，この議論

の前提として，憲法59条2項の再議決は，国会法56条の4で，「同一の議案」

は審議できないと規定された一事不再議の原則の例外であると位置づけられて

いる点にかかわる。前述した第169回国会の事例に沿って具体的に述べれば

まず第一に，閣法と両立し得ない参法を，「対案」として位置づけることがで

きるか，したがって，国会法上の「同一の議案」のなかに「対案」を含めて解

することができるか否かがそこでの議論の前提とされよう。

　この点について，高見勝利教授は，最近公表された論考の中で，同一の議案

には対案も含まれるとの従来衆議院でとられてきた解釈論を前提として，次の

ような注目すべき見解を明らかにされた。すなわち，「両院問の憲法争議」と

も言える，両院間での重要法案をめぐるデッドロックに際して，この解決は、

基本的には，衆議院の最終判断によって決着せざるを得ない旨，まず明確に述

べられる。このことを前提として，さらに，先議の閣法と両立し得ない後議の

参法＝対案の参議院での可決は，政府案＝閣法の否決であるということを衆議

院で明確に確認したうえで，参議院から，閤法（＝政府原案）の返付を求め，

その上で衆議院での再議決なり，両院協識会の開催請求がなされるべきとの道

筋が示されたのである：“‘）。

　以上のような高見教授の考え方は，確かにt現実に生じた両院間の重要法案

をめぐるデッドロックに対する処方箋としては，明瞭であり，憲法，Ii司会法が

描く国会運営の一つの考え方を示すものとして説得力がある。しかし，具体的
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暑季例への対処療法を越えて，あえて原則論の見地からの蛇足を付け加えれば，

両院閲係及び国会運営の基本的準則の第一に，先議・後議の原則や議案（の原本）

を両院聞で送りあう送付手続3S，　｝が存することに，いま少し，留意した議論が

なされてもよいのではないかと思われる。衆議院先議の与野党対決の政府案に

対して，参議院がこれに反対であるならば，むしろ，この先議法案への可否を

明確に示した上で，両院の判断が異なる重大な「憲法争議」であることを国民

に広く提示し，参議院は閣法である議案を衆議院に返付し，衆議院はこれを再

議決なり，両院協議会なりという衆議院の最終判断に委ねるという途を選ぶこ

とこそが，国会運営上の王道であるはずである。憲法59条2項解釈の名の下に，

後議の議案である対案としての参法の可決を，あえて先議議案である閣法の否

決とみなすような，この点で両院間の議案審議の先議・後議の原則や議案の送

付悶係手続を打ち壊すような議論が果たして正当化されるべきであるのか，珊

か気にかかるところである。

　次いで問題とされるのは，衆議院が再議決を行うには，参議院が異なる議決

をするか，議決しないまま議案の送付から60日を経過していなければならな

い，という点にかかわる論点である。野党の戦略として審議の引き延ばしがな

されれば、参議院での「異なる議決」がなかなか示されない可能性が高い。加

えて．厳格な会期制のもとで，衆議院での可決・送付から同じ会期内で60日

を経ることも容易ではない。例えば，通常国会の会期は150日（一回に限って

延長が可能）であるが，たとえ，総予算が年度内の3月中に成立したとしても，

会期延長がなければ，その会期は，2ヵ月半前後しか残されていないのが実際

だからである。

　さらに，参議院先議の法律案の再可決のケー－7，について確認しておけば、次

の二つの可能性がある。第一に，衆議院が修正可決した、いわゆる衆議院回付

案に参謡院が不同意で，しかも参議院が協議会を要求しないとき，衆議院がこ

の回付案について再議決をなすケースがその・一・t．Lつである。第二に，同じく衆議

院回付案について，参議院が不同意で，衆議院から協議会が要求され，そこで，
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成案が得られた場合に，この成案につき衆議院が可決した後に参議院が否決し

た場合衆議院がこの成案について再議決することもありうる選択肢となる。

　（4）　ノ」、才舌

　両院協議会制度が，当初の癌法草案にはなく，貴族院の修正によって追加さ

れたということ，また，上記に確認したような三分の二要件という高いハード

ルの設定などからして，この調整規定が現実に機能することは甚だ難しい。そ

れ故に，衆議院の再議決，両院協議会制度といった両院間の対立を解消するた

めの憲法及び国会法上の調整手続の利用頻度も低くならざるを得ないとすれ

ぱ政府＝衆議院の多数派が法案の成立を十分確保するためには，参議院の多

数派を獲得する以外，術がないことになる。果たしてこのように考えるだけで

済む問題であるのかどうかが再び厳しく問われることになる。

酊　議院内閣制と参議院の役割

　（1）コンセンサス型民主政or批判的民主主義

　「ねじれ」国会のもとでの議会運営上の諸問題をめぐる動向を概観して感ず

ることは，衆参のねじれ現象によって，ブルース・アッカーマン：IG）が説くと

ころの「通常政治」から区別された「憲法政治」の段階での政治的意思決定自

体が阻害されているわけではないという点である。この意味で，「政治停滞を

打開するための大連立構想」や政治的意思決定の不在を招くとする「ねじれ」

批判は核心を突くものとはいえない。ねじれによって阻害されるのは．公共心

に鼓舞され，熟慮に基づき美徳を発揮して行われる「憲法政治」のもとでの政

治的決断そのものではなく，あくまでも代表者がその支持を得るべく競争して

政府が決定を行うという「通常政治」の段階にあって，しかも与党が望むよう

な政策の実現にすぎないように思われる。

　ただ，このことを前提としつつも，現在の政治状況を踏まえれば，次回の総
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選挙で，与党側が再び3分の2以上の議席を獲得することがほとんど期待でき

ないのと同様，野党勢力が過半数を上回ることもなかなか難しいとの観測にも

なお現実味がある。そして，この認識を前提とすれば与党側は，次回の総選

挙後においては，衆議院での再議決を用いることができなくなり，いま以上に

野党側との妥協を余儀なくされるような拮抗した「ねじれ国会」の運営が求め

られることになる。そこでは，参議院を制する野党との間で，理念・原則を棚

上げした妥協が繰り返される事態「談合政治」や「調整型政治」が再び駿璃

するおそれが現実のものとなるかもしれない，との想定を，全く非現実的であ

るとして，一笑に付すことのできない危うさがある37｝。

　そして，こうした特有の「ねじれ現象」を生んでいる制度的要因が，参議院

の法的機能の「強さ」にあることも否定できない。両院のデッドロックを解消

するための手段として憲法上用意されている衆議院の再議決権にしろ，両院協

議会制度にしろ，これが実効的に機能する場面は，非常に限られているからで

ある。つまり，参議院を制する野党には実質的な拒否権が与えられているに等

しい。憲法上，この点を見直して，参議院の権能を衆議院に再考を促す機能，「熟

議担保機能」に改めるべきであるとの，それ自体正当な議論が強まっているこ

とも周知のとおりである：tS）。

　以上のような議論に関しては，わが国の議院内閣制が前提とする民主政のイ

メージが密接に絡み合っているように思われる。すなわち，現在の「ねじれ」

のもとでの国会運営においては，先にも指摘したように，ある意味で，「足し

て2で割る，3で割る」式の原理的整合性を欠いた妥協が行われやすいことは

明らかである。この結果，その政治的意思決定についても，その主体的責任，

主題的責任の所在が鍵昧にされる虞を払拭することができない。政治的意思決

定に対する責任の所在を明確にして，「悪しき為政者の首を刎ねる」というよ

うな政権交代型の議会政治を目指す野党側にとっても，現在の「ねじれ」現象

はある種．致命的な要因を招いているという自覚をもつべきときにきていると

の指摘は正に正鵠を射ているように思われる：ly）。むしろ議院内閣制のもとでの
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両院関係を新たに構築すべきときが近いといえるのかもしれない。

　さもなければ，ルソーがかつて強調したような代議制民主主義への否定へと．

その流れを急激に変化させる大きな転機ともなりうる虞すら秘めているように

も思われる。ルソーが次のように説いていたことを忘れてはならない。

　　「主権は代表されえない。主権は本質上一般意志のなかに存する。…人民の代議士は，

　　だから一般意志の代表者ではないし，代表者たりえない。彼らは人民の使用人でし

　　かない。彼らは何ひとつとして決定的な取りきめをなしえない。人民みずから承認

　　したものでない法律は，すべて無効であり，断じて法律ではない。イギリスの人民

　　は自由だと思っているがそれは大まちがいだ。彼らが自由なのは，議員を選挙す

　　る間だけのことで，謎員が選ばれるやいなや．イギリス人民はドレイとなり、無に

　　帰してしまう。」｜°）

　（2）議院内閣制における参議院の位置づけ

　憲法が予定する議員内閣制の下での「衆議院第一主義」を前提とすれば，憲

法59条に基づいて国会法の諸規定によって手厚く保護された参議院の「強さ」

を修正するのも一つの考え方ではないか。とりわけ国会と内闇との対立を前提

とする国会中心主義における議院提出法案と，議院内閣制にとって不可欠な政

策表現手段である内閣提出法案とを同列に論ずべきかどうか。憲法59条の両

院協議会や衆議院の再議決が適用されるのは，後者の内摺提出法案に限られる

べきではないか。

　その他，これまで論じてきたところを整理すれば，次のような指摘をするこ

とができる。すなわち，第一に，参議院先議の場合の参議院からの両院協議会

請求権の問題（国会法84条2項）については，憲法59条3項の趣旨や衆議院

の位置づけに照らし合わせて，明確な形で，位置づけなおすことが必要である

ように思われる。そして，第二に，憲法59条2項にいう再議決要件の3分の

2以上については，これを改めるためには，憲法改正が必要ということになる

が，先議議案の位置づけや両院問送付手続については国会法83条以下の諸条

項の見直しが求められるのをはじめとして，憲法59条3項の両院協議会制度

に関しては，前述した国会法84条2項の改正が，そして，両院協議会の成案
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成立の3分の2以上の議決要件に関しては，国会法92条1項といった国会法

の諸規定の改正ということが問題になる。しかし，これらを超えて，参議院は，

一定期問の遅延権をもつに留めるべきか，衆議院に対するセカンド・ソウト（再

考）機関として，衆議院を補完する役割とするか，さらにはフランスやドイツ

のように政府に対して議会運営上の優先権を与えたり，イギリスでの「ソール

ズベリー原則」の導入などについては，国会法の改正に留まらない憲法原則に

かかわる問題に踏み込むこととなるように思われる。

　以上の点に関連して，参議院の将来像を考える有識者懇談会から平成12年

4月26日，斉藤十朗参議院議長に提出された「参議院の将来像に関する意見

書」では，原則的な考え方として　参議院は，「良識の府」「再考の府」とし

ての機能することが強調されている41）。そこでは，さらに，「改革の基本的方

向」として，憲法改正に踏み込んだ提言として，「衆議院の再議決権は，一定

期間，行使できないことにする。」とした上で，「現行憲法では，衆議院の再

議決要件は極めて厳しく設定されており，これが各政党における法案に対する

事前審査の必要性を高める結果を招いている。このため，衆議院は参議院が否

決した日から一定期間は再議決権を行使できないことにすることによって，参

議院の役割を明確化してはどうか。この場合，衆議院は参議院が否決した議案

について過半数の多数で再議決し，成立を図ることができることとする。」

　ここでは明らかにイギリスの議会運営を前提にして，参議院に対して「一定

期間」の停止的拒否権ない遅延権を認めるにとどめようとの提言がなされてい

る。立法の主体はあくまでも衆議院であり，参議院はその問題点を国民の前に

明らかにし，国民世論の形成に影響を与える一方，衆議院に対して，セカンド・

ソウト（二再考）への十分な時間を与えることで，衆議院を補完する役割を果

たすべきとの考え方である。つまり，憲法59条や国会法で手厚く保護された

参議院の「強さ」を修正し，憲法が予定する「衆議院第一主義」’を確保しよう

との意図のあらわれということができるe

　したがって，このような参議院は政府形成機能とは別の働きを求められてい
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ることになるのかもしれない。しかしながら，上記のような提言に対しては，

その当時の青木T片山路線の「衆議院に負けるな」式の考え方からすれば参

議院の権限の縮小であると捉えら2z，完全に黙殺された形になっている。’どう

も参議院のあり方については，その組織や権限の観点だけから論じてV・ても，

出口が見いだせないようにも思われる。つまるところ，人の問題から遡って考

え直すこととならざるを得ないのかもしれない。すなわち，参議院議員として

いかなる人を求めるべきかの問題であるが，この点については今後の課題とす

ることにしたい4L）e

1）　高見勝利「国会改革の前提と課題」ジュリ1192号、本論考は、同r現代日本の議会政と憲法」

　　（2008年）109頁以下に所収。

2）衆識院の優越規定のない国会承認人班、とりわけ日銀総裁人事について、その同意手続につ

　　いての新たな方式が確立されたことを含めて、これらの変則的な議会迎営についての行き届

　　いた解説として、伊藤和子「第169回国会主要成立法律」『法学教室」336号16－7頁を参照。

3）　この点については、拙稿「衆議院の再議決と憲法59条」議会政治研究86号1頁以下参照。

4）今野或男「昭和の議会を支えた陰の功労者　鈴木隆夫・元事務総長のこと」議会政治研究

　　86号64頁以下参照。

5）　今野・前掲論文72頁。

6）　西沢哲四郎『地方議会の話』（昭和31年）400頁。

7）　官報号外（昭和21年12月19日）衆議院議事速記録第12号参照。

8｝　その粒極的な議論として、高橋和之「議院内閣制」ジュリストユ192号174－5頁参照。

9）　高見・前掲書159頁参照e

ユ0）フランス憲法典の翻訳については、『欧米各国における憲法典およびその迎用状況に関する

　　調査報告書」（財）比較法研究センター（平成13年3月）177頁以下（大石眞担当）を参照した。

　　また、第五共和制下の議会制度については、大山礼子『フランスの政治制度」（2006年｝97

　　頁以下を参照。なお、サルコジ大統領の下で現在進行中の統治機構改革の一環として提案さ

　　れた識会改革案については、2007年7月18日に設置された「第五共和制における統治機構

　　の近代化と均衡に関する検討・提案委員会」の提案内容が注目されるが、この点については、

　　水谷一博「フランス譜会改革の論点」議会政治研究86号56頁以下を参照。ここでは「謎会
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